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事例報告 
２Ａ４ Ｒ＆Ｄの一つの提案－ＫＡＳＴの Trial－ 
 

額田 健吉 （神奈川科学技術アカデミー） 
 

§ 日本の基礎研究  
現在の日本のもっとも重要、かつ緊急の問題は何かと聞かれたならば、演者は 
躊躇することなく「基礎研究の振興策」と答えたい。 この極めて簡単明瞭な命 
題程種々の立場の人々によって縦横に論じられながら、見るべき有効な具体策が 
実施されていないものも珍らしいであらう。 
ところで大学（理工系）の使命は研究と教育にあり、そのどちらが欠けても真 
の大学とは云い難いと思はれる。そして大学に期待される研究は正に基礎的な科 
学（理系）および技術（工系）の分野に属する。然るに甚だ驚くべきことには、 
最近の種々の報告によれば１）、日本の各大学の環境悪化が急速に進み一流の基礎 
研究を遂行するに足る状況にないということである。要するに日本の将来を支え 
る責任をもった、基礎研究の総本山である筈の大学の機能が崩壊寸前であるとい 
うまことにショッキングな話なのである。 
一方企業の研究はどういう状態であらうか。最近２０年余りの間の経済の大発 
展により、企業の研究施設、人員の充実ぶりは世界中を瞠目させ恐怖心さえ抱か 
せている有様である２）。応用的な技術開発能力の優秀さに関しては、かの誇り高い 
フランス人でさえ率直に認めている程である。そして遂には大学の研究環境との 
余りの乖離のため、日本の研究は基礎的であれ応用的であれ企業にまかせて、大 
学は学生の教育に専念した方が良いなどという俗論まで横行する始末である。企 
業の中にもこのような俗論に賛成する人がないでもないが、もし大学が研究機能 
を喪失したら真の研究者、技術者の卵を養成する能力も同時に失い、結局企業自 
体の研究遂行が不可能になることに思いをいたすべきである。演者の体験によれ 
ば、余程の例外を除いては企業の研究で最終的な利潤を（たとえ長期目標であっ 
ても）意識しないものはあり得ない。即ち企業に対して真の基礎研究を期待する 
ことは元々無理な要求と云わざるを得ないのである。 
この憂慮すべき深刻な状況をいかにして打開してゆくか。 大学の研究環境の 
抜本的改革のために日夜努力して居られる関係者の方々（少数であるが）の話を 
伺うと、明治維新以来１００年の“inertia”をもつ大学の巨大なシステムを早急 
に改めることは難事であり、予算措置など種々の前提条件を辛抱強く改善しなが 
ら大学の体質改善を徐々に行ってゆくのが現実の姿であるとの事である。冒頭述 
べたように基礎研究の総本山である大学の生れ替りの早期実現を切に祈るもので 
あるが、他方大学と併行に、あるいは大学の研究機能を補完する形での種々の研 
究組織の充実が考えられている。既存の組織として例えば綜合研究大学院大学、 
理化学研究所、国公立研究所、新技術事業国創造科学推進事業などがあるが､(財) 
神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）でも新しい研究組織のささやかなトライ 



ルが進行中なので以下御紹介したいと思う。 
 
§サイエンス・パークブーム 
企業・大学・官公庁三者の地域的交流により研究開発を促進させようとする、 
いわゆる“Science Complex”の概念が全世界に定着したのは最近 20 年間ぐら 
いのことである。大ていの complex では中心に基礎研究情報の受、発信基地と 
しての大学を置き、他の研究機関との連携を狙いとしている。演者は最近数ヶ年 
欧米諸国および日本各地の science complex（サイエンス・パーク）を見学す 
る機会を得た。 一例としてスエーデンのストックホルム郊外に建設された 
Kiste Science Park について紹介する。エレクトロニクス、コンピュータ関 
連の企業研究所、大学をはじめセンタービル、アパート、ショッピングゾーン、 
等が完備した近代的研究都市であった。この研究都市の設立趣旨には、産・官・ 
学の協調、交流の相乗効果による研究開発の効率的促進から始まって、学園都市 
建設による雇用の増加、インフラストラクチャー、交通網の整備、技術移転等々 
への期待をうたっている。 
最近日本各地でもサイエンス・パークのブームが起って居り計画中のものも含 
めその数は百を越すと云われている３）。92年度科学技術白書のテーマは“科学技 
術の地域展開”であり、各都道府県、地方自治体がいかに熱心に産・官・学を一 
体化した新しい研究技術開発システムの構築に熱意をもっているかがうかがい知 
れる。多くの計画の設立の趣旨・目的が殆ど同一の内容であり（欧米のものも含 
めて）その意味ではそれぞれがあまり独創的なアイデアから生れたものでないこ 
とも特記するに足ると思はれる。洋の東西を問はず、新しい時代の研究促進の方 
法論は余り変りばえのしない似たりよったりのものといえよう。 
サイエンス・パークの中核の、いわゆる“センター・オブ・エクセレンス（C 

OE）”としては大学をはじめ国公立研究機関などいろいろの形態が考えられる 
が、その中で有力な候補は“第３セクター方式４）”あるいはそれに近い研究組織 
と考えられ、運営如何によっては将来  大学の機能を補完する基礎研究機関に 
なり得ると期待される。 
 
§ Ｒ＆Ｄの一提案 （ＫＡＳＴの実験） 
財団法人 神奈川科学技術アカデミー（ＫＡＳＴ）は神奈川県 35億円、民間企 
業５億円の出捐により平成元年七月設立された。設立の趣旨はパンフレットその 
他に述べられているが、 演者は３年間実務にかかわって来た経験をふまえ、つ 
ぎのように考えている。 
｢地域(神奈川県)に潜在的、かつ独立に実在する産・公･官･学の R&D能力の連 
携を図ることにより地域としての綜合的な科学・技術の基盤を顕在化する。科学 
技術基盤の顕在化により、科学・技術情報の日本および世界に対する発信、受信 
基地としての地位を確保し、将来の波及効果として中小企業を含めた県内・外 
企業の振興と住民の生活向上を目指す。」 
このような趣旨を具体化させる方法論としてＫＡＳＴが取上げたのが研究お 



び教育事業であり、これを文部省流でない独自な方法で実施しようというもので 
ある。 
元々神奈川県は京浜工業地帯の中心であり、戦後は重工業から比重がハイテク 
産業にシフトしたが、バイオイレダストリーから製鉄業にいたるあらゆる製造業 
の事業所が林立している。県内の研究開発活動もきわめて活発で、研究者、技術 
者の總数は平成２年には東京都を抜いて全国一となった（約 32万人）。また同年 
の県内研究費總額は約２兆円で全国の１６％に達している。さらに平成３年 12 
月現在民間研究機関数は７４５で全国一位、大学、公的機関を含めると８５５と 
なっている。５）このように県の研究開発能力の集積度は全国一､二を争う大きさで 
あり、ＫＡＳＴが作られた背景にはこのような地域的特殊性があるのである。 
以下ＫＡＳＴの研究・教育両事業について御紹介する。 
 
ＫＡＳＴの研究事業は新技術事業団の創造科学推進制度を手本とし、ＫＡＳＴ 
独自の形態をつくり上げた。研究テーマと研究リーダーは一般から公募し、外部 
の学識経験者から成る審査委員会による諮問を経て最終的には財団で決定する。 
研究テーマは科学、技術のどのような分野でも差支えないが、独創的発想による 
もの、研究成果が将来何らかの意味で産業に結びつくことが期待されるものに限 
定される。研究期間は５年と３年の二本建てで研究予算もそれぞれ異っている。 
５年ものは基礎的研究の要素が濃いもので、新しい原理、新しい方法論の創造、 
およびそれらをベースにした新しい物質、新しいシステム、新しい装置等の創造 
が期待される研究である。３年ものは５年ものに比べると開発もしくは試作的研 
究の要素が濃いものである。既存の原理、方法を組合はせて新しい物質、システ 
ム、装置等を創り出す研究であり企業の研究の大部分はこの範疇に属する。ただ 
しＫＡＳＴの研究では短期間の工業化は必ずしも期待して居らず、これが企業の 
研究とは異るところである。 
研究リーダーは４５才までという年令制限があるが、それは研究リーダーが若 
ければ研究員の年令も若くなり研究が大いに活性化するであらうという期待によ 
るものである。研究計画の策定、予算の執行、チームの編成（人事）はすべてリ 
ーダーにまかせ、KASTはリーダーを事務的に援助するに止める。研究員は企業､ 
大学、官・公立研究機関から公募すると同時にリーダーと本人との直接交渉によ 
って人材を獲得する方法もとられている。原則として神奈川県に事業所をもつ企 
業、研究機関を優先するが、門戸をその範囲に閉じている訳ではない。KASTの 
研究の質的向上のためには国際交流が必須の条件でありそのため世界各国から研 
究員を招聘している。英、米、独、中国、韓国、旧ソ連の各国からすでに各研究 
室に研究員が派遣されている。論文発表、特許申請もリーダーの判断にゆだねて 
いるが、知的所有権の帰属はＫＡＳＴと発明者の共有（1:1）と決められている。 
研究成果の evaluationについては、外部の権威から成る成果展開委員会で徹底 
的に検討を行い、産業への成果展開、技術移転等の計画をＫＡＳＴにおいて企画 
立案し、企業に諮って計画を実施する予定になっている。 
現在８つの研究チームが稼動しているが、その内訳は物理化学（時間分解分子 



分光学)､機械工学（セラミック･メタノールエンジン）､バイオテクノロジー（高機 
能分子認識導膜、ヒュー・マウス)､遺伝子工学（ヒューマンプロテイン）、エレク 
トロニクス（発光ダイオード)、金属学（超磁性材料)､メカトロクス（極限メカト 
ロニクス）であり、かなりの広範な分野に亙っていてテーマのバランスは良いと 
思う。大学に比べると研究予算が格段に大きいこと、企業に比べると研究の自由 
度が遙かに大きいことと併せて、期間が限定されていることも一つの要因と考え 
られるがどの研究チームもきわめて生き生きと活動して居り、大学にも企業にも 
ない新しいタイプの研究システムが出来つつあると実感している。ＫＡＳＴの研 
究は原則として神奈川サイエンスパーク（ＫＳＰ、神奈川県主導で完成した日本 
ではじめての science complex）内で行うことになっているが、実験の内容に 
よってはＫＳＰ内で行うことが出来ないものもあり、その場合は県内大学、企業 
等の施設を借用している。尚研究チームは将来 12 チームまで伸ばす予定である。 
 
ＫＡＳＴの事業のもう一つの柱は教育事業である。欧・米においては社会人対 
象のいわゆる continuing educationの概念はひろく定着しているが、 日本に於 
ては歴史は浅く未発達の段階である。技術革新のスピードが極めて激しい現在、 
企業内の研究者、技術者が新分野の学習を行うことが困難となりつつあり、超大 
企業に於てすら広範囲の領域を社内教育等でカバーすることは不可能といわれて 
いる。KASTでは焦点を若年の企業内研究者にしぼり up-to-dateのテーマにつ 
いて大学院レベルのカリキュラムを編成し教育を実施している。最近はセミナー専 
門業はじめ学会、協会等の各種セミナーが花盛りの観があるがＫＡＳＴの教育事 
業はこれらとは可成り異質のものである。一つのテーマに 50万乃至 70時間をかけ 
内容も学界、業界の第一線のエキスパートによる斬新かつ高レベルの講義であり 
質、量ともに従来の社会人教育の範疇を遙かに越えたものと自負している。講座 
数は初年度１０、２年度１５、３年度（平成４年）２５で、将来５０講座までに 
する予定である。講座の選び方はきわめて flexibleであり、切り口にはこだわら 
ず社会の needs にマッチしたものをとり上げている。平成４年度で実施中のも 
のを御参考までに列記する。新素材（アドバンストセラミック､－金属､高分子新 
素材、積層機能材料、複合材料）、エレクトロニクス（先端電子デバイス、イメ 
ージング工学、LSI－CAD.）、超電導（応用超電導、交流超電導）、機械工学 
（CAD－CAM、メカトロニクス）、バイオテクノロジー（応用生物工学、バイオ 
コンジユゲート物質）、地球環境（地球温暖化対策）、基礎技術（コンピュータ 
による科学技術計算、電気化学的手法の新しい応用、現代計測技術）、科学技術 
マネージメント（知的財産マネージメント）、バイオテクノロジー実習（遺伝子組 
かえ、細胞培養）。各講座とも人員は２０名に限り face‐to‐faceでの教育効果 
の向上を期待している。 
 
ＫＡＳＴの研究・教育事業を担当して３年を経過したが、多くの若い研究者、 
技術者（異分野の）が研究・教育を通じて互によい知己となったことは大きな収 
穫であった。若年研究者、技術者の異業種間ネットワークの構築は、将来彼等が 



研究・技術開発を自ら担当し推進する際の大きなサポートとなると信ずる。 
 

1）例えば 
①“大学の破産”日経ビジネス 1990，12月 7日号．P7～18 
このレポートの内容が余りにドラスティックだったので、念のため複数の大学 
関係者の意見を聞いたが、レポートはすべて事実との事であった。 

②日本学術会議化研連提案書。日本の大学の化学実験室の１人あたりの面積が 
世界最低レベルである事を訴えている。 

 
2）例えば“Made in America” MIT 産業生産性調査委員会、1990 草思社 

 
3）研究情報交流センター レポート CRI-6 “日本のサイエンスパーク 1990年 
の現状” 東京工業大学研究情報交流センター 

 
4）企業、大学、官公庁等が共同で出資し経営に参加する方式。株式会社、公益 
法人等種々の形態をとる。 

 
5）平成４年版 神奈川県科学技術白書 

 
 
本稿の相当部分は下記文献より転載した。 

 
“センター・オブ・エクセレンスの一つの「実験」” 額田健吉 

Circular Letter vol ５，p．1，1991，(株)エッチ・オー・コンサルタンツ発行 
（横浜市港北区日吉本町 1－18－22－4C） 

 


